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A. 研究目的 

 国のがん対策推進基本計画（以下、基本計画）

（第 1 期・第 2 期）の全体目標の一つ、10 年

間で「がんの年齢調整死亡率（75 歳未満）の

20%減少」は達成されなかった。原因として喫

煙率やがん検診受診率の目標値が達成できな

かったことなどが定性的に指摘されたが、定量

的な事後評価は行われていない。第 3 期基本計

画では全体の数値目標は設定されなかったが、

国内外では事例が多数あり、国のがん対策にお

ける全体目標の事後的、将来的な意義を検証す

る必要がある。本研究では、がん対策の立案お

よび評価における年齢調整死亡率および年齢

調整罹患率の現状把握として、都道府県がん対

策における年齢調整死亡率・罹患率の目標値、

設定根拠などを文献的に調査してまとめるこ

とを目的とした。 

 

B. 研究方法 

①都道府県がん対策推進計画の調査 

47 都道府県のがん対策のウェブサイトから

がん対策推進計画を入手し、死亡目標、罹患目

標、対象年齢などの条件、設定根拠に関する情

報を抽出した。 

 

②米国および英国の健康計画およびがん対策

計画の調査 

 公表資料を基に、米国における健康計画

Healthy People、米国各州のうち参考となる取

研究要旨 

 がん対策の立案および評価における年齢調整死亡率および年齢調整罹患率の有

用性を検証するため、①都道府県がん対策推進計画の調査、②米国および英国の

健康計画およびがん対策計画の調査、③胃がん、大腸がん、肝臓がん、肺がん、女

性乳がんについて、がん対策の死亡率・罹患率への影響の定量化のためのモデル

構築を行った。都道府県および米国ではがんの死亡率が重要な目標値の一つとな

っていた。米国、英国ともに専門家、患者・市民が参画して計画の策定から評価を行

う体制が整備されていた。年齢・時代・コホート（Age-Period-Cohort）分析など、

がん種横断的に適用可能な数理モデルの候補が特定された。大腸がん、肝臓が

んではマイクロ・シミュレーションモデルを構築し、一部推計を実施できた。

がんの一次予防、二次予防、医療の充実、いずれの分野においても最終アウトカム

は罹患率と死亡率であり、がん対策全体の構成の中でその位置づけを考えるととも

に、計画の策定、評価、次期計画への反映をシームレスに実施する体制を構築する

必要がある。 
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組を実施しており公開資料の多い州のがん対

策計画、英国・イングランドにおける NHS 

Long Term Plan, NHS Cancer Programme に

ついて、計画の策定方法、計画の概要、目標の

設定方法、モニタリング・フィードバックシス

テム、目標の評価方法、達成状況等について調

査した。 

 

③胃がん、大腸がん、肝臓がん、肺がん、女性

乳がんについて、がん対策の死亡率・罹患率へ

の影響の定量化のためのモデル構築 

胃がん： 予備解析として、山形、福井、長崎

3 県の高精度地域がん登録データを用い、1993

年～2014年に胃がんと診断された 89,099症例

について、臨床進行度別年次推移を検討した。 

大腸がん： 前身の研究班である、厚生労働省

科学研究費「がん対策推進基本計画の効果検証

を目標設定に関する研究」（代表：加茂憲一，

2014-2016 年度）において開発された大腸がん

マイクロ・シミュレーション（MS）モデルの

枠組みの改修およびデータの更新を行なった。

合わせて、国際がん研究機関（IARC）が開発

したがん罹患・死亡予測プログラム Nordpred

を国・都道府県死亡データに適用可能な Web 

application tool の開発を行った。 

肝臓がん： ウイルス性肝炎（B 型、C 型）に

関する自然史モデルを構築し、これまでの疫学

資料、政府統計資料、日本肝臓学会 B 型肝炎治

療ガイドライン、同 C 型肝炎ガイドラインをも

とに、シナリオ 1) 2000 年の肝炎ウイルス検査

受検・医療機関受療率、抗ウイルス療法著効率、

肝癌死亡率のままで 2015 年まで推移、シナリ

オ 2) 2015 年までの治療著効率の改善状況など

を反映させて推移、の比較を行った。 

女性乳がん： 山形、福井、長崎 3 県の高精度

地域がん登録データより、1985-2015 年の性・

年齢 5 歳階級別乳がん罹患数を利用し年齢・時

代・コホート Age-Period-Cohort（APC）分析

を行った。 

肺がん： Global burden of disease (GBD)で

推計された 1990 年から 2019 年までの肺がん

死亡率および喫煙が寄与した肺がんの死亡率

のデータを使用して、年齢調整肺がん死亡率に

ついて APC 分析を行い、年齢効果、時代効果、

出生コホート効果別に喫煙による肺がん死亡

率への寄与割合を経年的に推計した。 

 

C. 結果 

①都道府県がん対策推進計画の調査 

 47 都道府県中、全体目標としてがん死亡率

（数）の数値目標を何らかの形で掲げていたの

は 40（85.1%）であることがわかった（「減少」、

「全国平均以下」などを含む）。一方、全体目

標としてがん罹患率（数）の数値目標を掲げて

いたのは 8（17.0%）であった（「全国平均未満」、

「全国○○位」などを含む）。 

 

②米国および英国の健康計画およびがん対策

計画の調査 

 米国 Healthy People においては、目標値の

設定方法について、データの有無に応じた対応

方法がシステマティックに定められていた。死

亡率の目標値は全がん、乳がん、大腸がんなど

がん種別でも掲げられており、予防、検診など

の数値目標とともに、達成度評価が量的に行わ

れていた。各目標の達成度の次期計画への反映

は、ワーキング・グループ（WG）により定性

的に実施されていると考えられた。 

米国各州のがん対策計画については、CDC

において全米包括的がん対策プログラム

（NCCCP：National Comprehensive Cancer 

Control Program ）が策定されていた。この計

画は米国の各州でがん計画を策定するための

ガイドラインとなることを意図しており、計画

立案のプロセスを詳細に提示し、実際に計画立

案活動において使用できるツール資料集を付



7 
 

記するなど、計画策定のノウハウを提供してい

る。また、がん対策計画の評価を計画するため

のサポートツールとして Comprehensive 

Cancer Control Branch Program Evaluation 

Toolkit を公開し CDC は各州のがん対策の策

定・実行のために Comprehensive Cancer 

Control Branchにおいて調査研究のサポート、

教育訓練、専門家の派遣などを実施している。 

英国 NHS では、現在は Long Term Plan: 

LTP の一部としてがん対策が位置付けられて

いる。2000 年の NHS Cancer Plan の際には

75 歳未満がん年齢調整死亡率の 20％減少等の

目標が掲げられ、ほとんどの目標については

2005 年中間評価の時点で肯定的な評価が得ら

れていた。LTP では「2028 年までに、がん診

断後、毎年 55,000 人以上の人々が 5 年以上生

存する」「2028 年までに、がん患者の 75％が

早期（ステージ 1 または 2）に診断されるよう

になる」ことが目標として定められていた。 

LTP のガバナンスは National Cancer 

Board を中心として、様々な関係者が参画でき

るようになっている。連携組織の 1 つである

The Cancer Data and Analytics Advisory 

Group では、戦略的な分析およびデータの問題

について助言するとともに、LTP の提供の進捗

状況を測定し、介入方法の評価を行っていた。

進捗評価は定期的に進捗レポート（NHS 

Cancer Programme update report）が公表さ

れるほか、National Audit Office においても評

価がなされていた。 

 

③胃がん、大腸がん、肝臓がん、肺がん、女性

乳がんについて、がん対策の死亡率・罹患率へ

の影響の定量化のためのモデル構築 

胃がん： 限局胃がん年齢調整罹患率は 1993

年から減少傾向にあったものの、男性で 2005

年前後から増加し、2008 年以降横ばいであっ

た。女性においても、限局胃がんの減少は 2003

年に止まり、その後統計学的に有意ではないも

のの増加していた。 

大腸がん： MS モデルに用いる 1990, 1995, 

2000, 2005, 2010, 2015 年のデータ更新の結果、

他死因死亡に関しては経年的にリスクが低減

していることがわかった。大腸がん死亡に関し

ては、女性の 1990 年以外ではほとんど差異が

見られなかった。大腸がん罹患に関しては経年

的にリスクが増加していることがわかった。

Nordpredを用いたWeb application toolでは、

分析対象の都道府県や対象年、対象部位を選択

することで、分析者の希望に応じて能動的に分

析結果の出力が可能となった。 

肝臓がん： 2 つのシナリオの undiagnosed 

carriers、Patients、Total のキャリア数の推移

を比較すると、HBV キャリア数はほぼ同じで

あったが、HCV キャリア数は 2008 年ごろから

差がみられ、2015 年にはその差が 20.8 万人と

推定された。 

女性乳がん： APC 分析の結果、年齢効果は、

45-49 歳まで急激に上昇し、55-59 歳から再び

緩やかに増加した。時代効果は対象期間中の継

続した増加が観察された。出生コホート効果は、

1910 年代生まれから 1965 年代生まれまで増

加が続いたが、その後の増加は見られなかった。 

肺がん： 男性では 1990 年には肺がん死亡の

うち 86.4％を喫煙が寄与していた。1993 年の

ピーク以降は減少に転じており、2019 年には

77.6％であった。女性では 1990 年には肺がん

死亡のうち 51.2％が喫煙によるものであり、

2019 年には 45.0％と減少傾向であった。APC

分析の結果、加齢とともに喫煙による肺がん死

亡は顕著に増加した。時代効果、出生コホート

効果において、男女ともに 1990 年をピークに

喫煙による肺がん死亡リスクは減少傾向とな

る推計結果が得られた。 

 

D. 考察 
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①都道府県がん対策推進計画の調査 

国のがん対策推進基本計画では第3期から全

体目標に年齢調整死亡率が含まれなかったが、

都道府県レベルでは多くの計画で継続して採

用されていた。がんの一次予防、二次予防、医

療の充実、いずれの分野においても最終アウト

カムは罹患率と死亡率であり、がん対策全体の

構成の中でその位置づけを考える必要がある。 

 

②米国および英国の健康計画およびがん対策

計画の調査 

 米国、英国とも、がん対策企画・立案・評価

におけるガバナンスに関して、全体の委員会の

下に多くのサブ委員会や WG が設定されてい

た。特に英国では専門家だけでなく、患者・市

民参画を多様な関係者の参与があった。日本と

のもう一つの大きな違いは、計画の進捗評価の

ためのデータベースの充実ぶりであるといえ

る。特に米国ではタイムリーに誰もが Web 上

で視覚的に目標の達成度を確認できる Web シ

ステムが構築されていた。日本においても専門

家、患者・市民が参画できる体制を構築し、計

画の策定、評価、次期計画への反映をシームレ

スに実施する必要がある。 

 

③胃がん、大腸がん、肝臓がん、肺がん、女性

乳がんについて、がん対策の死亡率・罹患率へ

の影響の定量化のためのモデル構築 

胃がん： 限局胃がん年齢調整罹患率の 2005

年前後の増加ないし減少の収束は、2002 年以

降がん診療連携拠点病院の指定が進み、それに

伴い院内がん登録における登録精度が向上し

たことが影響していると考えられる。 

大腸がん： 本研究で行った大腸がん MS モデ

ルの改修により、経時的な年齢調整死亡率等の

算出が可能となるため、今後介入による効果の

経年変化のモニタリング等が実行可能となる。

本研究で開発した Web application tool は分析

者の希望に応じて分析結果を出力できるとい

う特徴を持っており、年齢調整死亡率の算出に

用いる対象の年齢の下限値と上限値を設定す

ることが可能であり、例えば 0-74 歳における

年齢調整死亡率と40-84歳における年齢調整死

亡率の推移など、異なる様々な状況に応じた指

標の比較が可能となり、より柔軟ながん対策へ

の反映が期待される。 

肝臓がん： 本研究で実施した 2 つのシナリオ

の比較の結果、HCV キャリア数は 2008 年ごろ

から差がみられ、2015 年にはその差が 27.7 万

人と推定された。この差は、この期間の肝炎対

策、治療の進歩による減少を示していると考え

られた。 

女性乳がん： 本研究では、年齢効果の上昇は

60 歳以降で緩やかになる傾向がみられた。こ

れは欧米諸国とは異なり、高齢集団の罹患リス

クは日本で低い傾向にあることを示している。

これらについては組織型分布の違い、閉経後の

乳がんのリスク因子である肥満や、乳がん発見

の促進因子となる検診の開始年齢など、国によ

る違いの影響が考えられる。時代効果は対象期

間を通して増加しており、出生コホート効果も

1910 年代生まれ以降、長期で増加が観察され

た。これらについては、マンモグラフィ検診の

開始、出産歴や授乳歴などのリプロダクティブ

要因の動向が影響していると考えられる。今回

女性乳がんで実施した手法は、長期的なリスク

因子の変化が見られる胃がん、肝臓がん、肺が

んなどにも適用が可能だと考えられた。 

肺がん： 日本における肺がん死亡率の減少は

時代効果という、集団全体が受けた環境要因が

寄与している可能性が示唆された。経年的に喫

煙による肺がん死亡への寄与は減少傾向であ

るものの、依然として高い寄与割合を示してい

るため、さらなる禁煙対策が必要であると考え

られる。 
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E.結論 

 がんの一次予防、二次予防、医療の充実、い

ずれの分野においても最終アウトカムは罹患

率と死亡率であり、がん対策全体の構成の中で

その位置づけを考えるとともに、計画の策定、

評価、次期計画への反映をシームレスに実施す

る体制を構築する必要がある。 

 

F. 健康危険情報 

（なし） 
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